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序章 本論文の問題意識と各章の概要  
 




財政を通じて実施され、財政規模が拡大してきた点にある 1。  
執行主体である地方財政は、単一の中央政府とは対照的に、 47 都道府県と


















                                                   
1 国内総生産に占める国と地方の歳出純計額の割合は 1961 年度の 17.3％ (国： 5.6％、地



















42.4％が配分され、また全人口のうち 33.3％を占める５万人～ 10 万人の自治体









                                                   
2 地方交付税は地方交付税 (通常は総額の 96％。ただし平成 25 年度は 94％、平成 26 年度
















                                                   
3 例えば市の１人当たり基準財政需要額の最低が人口約 22 万人の上尾市で約 11 万円、最
高が人口約１万人の三笠市で約 44 万円であり、町村は最低が人口約 4.8 万人の富谷町で





(人口なら都道府県 170 万人・市町村 10 万人 )を備えた自治体が標準行政を実施する上で
必要な一般財源額を割って算定される費用、そして補正係数には段階補正や密度補正など
あるが、いずれも各自治体の地域特性を反映させる値である。石原 (2000)の 305 頁では単
位費用が目指している行政水準と、地方財政計画で目指されている行政水準とは窮極的に





























6 市町村に関してＵ字型の尖度を時系列的に比較した中井 (2007)の 174 頁～ 175 頁によれ
ば、 1990 年代までと 2000 年代ではその傾向に顕著な変化が見られる。 1970 年度から (尖
度は )年々高くなり、(計測した年度では )1992 年度が最大なり、 1990 年代はその水準で安
定していた。しかし 2001 年度以降は段階補正の見直しや 2004 年以降の合併効果により低
下し、2005 年度は 1970 年代前半の水準に戻りつつある」との結果を得ている  。中井 (2007)































                                                   























































































































































第１章 地方交付税の逆転現象に関する再検討  
 



















いう問題意識から、交付税の配分の実態が検証されている 12。  
しかし他方で、普通交付税の配分のあり方を規範的な問題として扱うことも
                                                   
10 林宜嗣 (1987)、中井 (1988)、そして林正義 (2006)などを参照。  
11 例えば、逆転現象の存在に関する先行研究として、貝塚・本間・高林・長峰・福間 (1986)、
























    (1 − 1) 
 
である。図 1-1 は実際の 2008 年度の 47 都道府県の逆転現象を示している。  
各棒グラフの高さが 47 都道府県の一人当たり一般財源額である。その濃い網
掛け部分が、地方譲与税などを含んだ一人当たり地方税など (地方税など／人 )








                                                   
13 ただし東京都と愛知県は普通交付税がゼロであり、不交付団体である。  
13 
 
図 1-1 2008 年度：47 都道府県の一般財源額／人の逆転現象  
 
である。  

















































































































































































































        (1 − 3) 
                                                                                                                                                     
節で扱う。  




上回る支出額である 17。したがって裁量支出額は (本稿の評価基準では )交付税
を交付すべき経費の対象にはならず、各自治体が自主財源をあてる支出額と規
定される。つまり裁量支出額は、財源保障及び財政調整の対象ではない。  
次の図 1-2 は (1 − 1)～ (1 − 3)式を踏まえて、交付税交付後の一人当たり一般財
源額では逆転するものの、交付税は合理的に交付された状況を描いている。 OB
が一人当たり地方税など、 OC が一人当たり基準財政収入額 (以下、一人当たり
収入額)、実線 D1D2 が実際の一人当たり需要額である。ただし D1D2 は一人当た
りミニマム支出額 (破線 M1M2)と合致するように算定されている (D1D2M1M2)18。 
 
 
図 1-2 妥当な一般財源額／人の逆転現象  
 
(筆者作成) 
                                                   
17 次節の裁量支出額の推計では、一般財源額とミニマム支出額の差額として求める。  













この場合の各自治体の一人当たり一般財源額は D1(=M1)EB である 19。他方、  
網掛け部分が、各自治体の一人当たり裁量支出額である。ここで自治体別の金  
額の多寡に注目して、OB と D1(=M1)EB を比較すると、後者の金額は原点に近い
条件が不利な交付団体ほど多い。この意味で図 1-2 では交付税交付前後で一人
当たり一般財源額の順位に逆転が見られる。  















(Pro-poor 型のケース )。 
他方で、過剰に交付税が交付されて逆転しても、図 1-3 とは逆に条件有利地
域ほど過剰に交付されているケースもある。それを図解したのが図 1-4 である。
D5D6 は M5M6 を上回って算定される点では、図 1-3 と同じである 22。しかし図  
                                                   
19 図 1-2 の交付団体の一人当たり一般財源額 D1(=M1)E は、D1(=M1)F に OE と OF の差額 (一
人当たり留保財源 )を加えた金額である。  
20 したがって交付団体の一人当たり裁量支出額には、交付税は交付されない。  
21 M3G′F′D3 は、 OF′D3(実際の一人当たり交付税 )と、 OG′M3(本来交付されるべき合理的な一
人当たり交付税 )との差額である。  
22 D5D6 は実際の一人当たり需要額、 M5M6 は一人当たりミニマム支出額である。  
17 
 
図 1-3 過剰な一般財源額／人の逆転現象 (Pro-poor 型 ) 
 
(筆者作成) 



























1-4 では条件有利地域ほど、 D5D6 と M5M6 の差額は大きい。  













付税交付前後で変化していない (上位のまま )とする理解も可能かもしれない 23。 
しかし仮に交付税が各自治体の厚生水準の序列に影響を与えないとしても、
交付税の配分が望ましい配分なのかが、問われるべきだろう。厚生水準で見た








                                                   




ある。さらにその場合は Pro-poor 型と Pro-rich 型に区分できる。  
19 
 
３. 一人当たり一般財源額の逆転現象に関する評価  
3.1. モデル  
一人当たりミニマム支出額を推計するために、各自治体の行動を以下のよう
にモデル化する。自治体は予算制約の下で地域厚生を最大化するように行動す
ると仮定し、地域厚生関数を (1 − 4)式のように一般化する。  
 
𝑊 = 𝑊(𝑄1,𝑄2 ⋯ , 𝑄𝑖) (𝑖 = 1, ⋯ , n)                 (1 − 4) 
 






のように Stone=Geary 型に特定化する 25。 
𝑊 = ∑ 𝑎𝑖 ln(𝑄𝑖 − 𝑍𝑖)
n
i=1
                       (1 − 5) 
ただし𝑍𝑖は第 𝑖地方公共サービスのミニマム事業量、そして 𝑎𝑖は地方公共サー
ビス間の配分パラメータである。配分パラメータ 𝑎𝑖は∑ 𝑎𝑖 = 1である。ただし𝑍𝑖は
各自治体の地域特性によって決定されると考え、それらの地域特性𝑋𝑖を用いて、
𝑍𝑖を (1 − 6)式のように定式化する。  
𝑍𝑖 = 𝛼𝑖 + 𝛽𝑖𝑋𝑖                           (1 − 6) 
さらに予算制約式は (1 − 7)式である。  
𝑅 = ∑ 𝑃𝑖𝑄𝑖
n
i=1
                           (1 − 7) 
ただし𝑅は自治体の一般財源総額であり、 𝑃𝑖は第 𝑖地方公共サービスの価格、
𝑃𝑖𝑄𝑖は第 𝑖地方公共サービスの一般財源総額である。各自治体は (1 − 5)式の地域
                                                   
25 本稿の以下の計測モデルは、井上・林宜嗣・林宏昭 (1988)に依拠している。  
20 
 
厚生関数を (1 − 7)式の予算制約の下で最大化すると仮定すると、第 𝑖地方公共サ
ービスの需要関数は (1 − 8)式で表わされる。  
𝑃𝑖𝑄𝑖 = 𝑍𝑖𝑃𝑖 + 𝑎𝑖 (𝑅 − ∑ 𝑍𝑖𝑃𝑖
n
i=1









3.2. データ  
 分析対象は東京都を除く 46 道府県である 26。一般財源額の費目別データは
2005 年度～2008 年度『都道府県決算カード』の目的別歳出決算額の充当一般財
源等の９費目(警察費、教育費、民生費、衛生費、労働費、商工費、土木費、農
林水産費、その他 (議会費・総務費 ))を用いた 27。表 1-1 は一人当たりの金額で
見た 2008 年度の基本統計量である。  
各費目の総額のデータを用いてパラメータは推計した。その際に各費目のミ




４. 推計結果  
表 1-2 はパラメータの推計結果である。北海道以外の府県の土木費のミニマ  
                                                   
26 東京都は他の道府県と異なり、市町村の行政も担っている部分があるため除いている。 
27 推計の際は物価変動を考慮するために各費目のデータは、平成 22 年版国民経済計算年























                                                   
28 他の費目のミニマム支出額は全ての道府県でプラスの値をとっている。  
29 しかしこの推計結果は再検討する必要があるだろう。  
最大値 最小値 平均値 標準偏差
充当一般財源等／人 310.905 134.940 209.074 39.636
警察費／人 28.901 17.836 21.802 3.001
教育費／人 104.469 55.454 76.190 10.236
民生費／人 54.138 25.218 40.340 7.151
衛生費／人 21.581 4.120 9.073 3.653
労働費／人 1.884 0.287 0.724 0.278
商工費／人 13.492 1.597 5.599 2.906
土木費／人 39.034 3.368 15.191 6.962
農林水産費／人 19.724 0.717 10.098 4.825








α -6,460,230 -2.20 **
β 16.39 14.13 ***
a 0.135 4.27 ***
α 19,985,100 4.55 ***
β 47.01 22.62 ***
a 0.267 3.08 ***
α 7,857,900 2.12 **
β 16.25 9.94 ***
a 0.224 5.31 ***
α 5,847,620 7.11 ***
β 3.41 10.80 ***
a 0.033 3.18 ***
α 33,374 0.26
β 0.31 5.49 ***
a 0.006 5.22 ***
α 5,400,000 9.13 ***
β 0.50 2.16 **
a 0.025 3.84 ***
α 10,496,200 4.55 ***
β -209.76 -2.44 **
a 0.153 7.21 ***
α 11,430,200 7.31 ***
β 250.53 5.17 ***
a 0.039 3.41 ***
α 8,965,550 0.00
β 6.90 7.07 ***

















図 1-5 充当一般財源等／人に占めるミニマム・裁量支出額／人 (05～08 年度) 
 
の配分の妥当性は評価できる。  


























































































































































































































































































































































































































第２章 地方交付税と水平的公平  
：３都府県・同一年間収入階級の財政余剰の検証  
 






















                                                   
32 例えば林 (2008)の 204 頁を参照。また川崎 (2011)は新古典派的な２地域・労働力の１生
産要素の最適配分に関するモデルを説明した上で、地域間の再分配政策が生産要素の最適
配分に及ぼした影響を、実証的に検討している。  













２. 財政調整制度における公平性の基準と財政余剰の考え方  













2.2. 財政余剰の均等化  
表 2-1 は Buchanan(1950)の財政余剰の概念を数値例で示したものである 34。
                                                                                                                                                     
は用いない。  





表 2-1 一般補助金交付前の自治体別・同一所得階層の財政余剰 (単位：万円) 
 
(筆者作成) 
まず３つの自治体(Ａ・Ｂ・Ｃ )があり、各自治体に 10 人ずつ居住し、 10 人の
所得階層の分布以外の条件は一定とする 35。 
自治体Ａの階層分布は、課税前所得の高所得者 (1000 万円 )８人、低所得者
(200 万円)２人、自治体Ｂ(Ｃ)には高所得者が５(２)人、低所得者が５(８)人
がそれぞれ居住する。各自治体の標準税率を 10％の比例税率とすれば、地方税










ように一般補助金が交付された状況が表 2-2 である 36。国は交付団体ＢとＣに
自治体Ａと同じ地方税収になるように、それぞれ 240 と 480 の一般補助金を交
付すべきことになる。  
                                                   
35 例えば、各自治体間には財政需要格差は存在しないとする。  









A 8 2 84 -16 64
B 5 5 60 -40 40

















るために、次節では平成 21 年度の東京都・大阪府・島根県 (いずれも市区町村  
含む)の階級別の財政余剰を計測する方法について説明する 37。 
 
３. 財政余剰の計測方法  
3.1. 財政余剰  
水平的公平―等しい人々の等しい財政的取扱い―という場合、「等しい人々」
の扱いが問題になる。経済的に等しい人々のデータの利用は、統計資料の制約









38 総務省統計局 HP(http://www.stat.go.jp/data/zensho/2009/index.htm)。  
高所者 低所得者
A 0 84 -16 64
B 240 84 -16 64




















第 i 階級の便益 − 第 i 階級の税負担
第 i 階級の全世帯数



















                                                   
39 全世帯数は総務省 HP『平成 22 年住民基本台帳人口・世帯数、平成 21 年度人口動態（都














3.2. 個人便益の推計  
３都府県(市区町村を含む )の各世帯に帰着する便益と負担の計測方法である










表 2-3 の「総計」の列は、大阪府 (市町村を含む )を例に費目別の充当一般財  
                                                   
40 林 (2006)の 59 頁。  












社会全体 個人 企業 農林水産業
議会費 19,787,640 19,787,640 0 0 0
総務管理費 313,418,256 313,418,256 0 0 0
企画費 8,719,181 8,719,181 0 0 0
徴税費 39,158,628 0 23,682,351 15,476,277 0
市町村振興費 9,146,976 9,146,976 0 0 0
戸籍住民基本台帳 10,332,344 0 10,332,344 0 0
選挙費 3,046,316 3,046,316 0 0 0
防災費 2,925,752 0 1,397,165 1,528,586 0
統計調査費 1,562,168 1,562,168 0 0 0
人事委員会費 350,977 350,977 0 0 0
監査委員会費 2,329,425 2,329,425 0 0 0
社会福祉費 274,509,446 0 274,509,446 0 0
老人福祉費 363,419,950 0 363,419,950 0 0
児童福祉費 268,141,405 0 268,141,405 0 0
生活保護費 72,763,478 0 72,763,478 0 0
災害復旧費 385,479 0 385,479 0 0
公衆衛生費 21,497,850 21,497,850 0 0 0
保健衛生費 105,420,310 105,420,310 0 0 0
結核対策費 1,033,228 0 1,033,228 0 0
精神衛生費 1,663,931 0 1,663,931 0 0
環境衛生費 6,183,519 6,183,519 0 0 0
清掃費 101,316,367 101,316,367 0 0 0
保健所費 11,080,359 11,080,359 0 0 0
医薬費 5,646,952 5,646,952 0 0 0
労政費 1,708,779 1,708,779 0 0 0
職業訓練費 2,033,505 2,033,505 0 0 0
失業対策費 174,995 0 174,995 0 0
労働委員会費 347,936 0 0 347,936 0
労働諸費 2,688,154 2,688,154 0 0 0
農業費 4,562,954 0 0 0 4,562,954
畜産業費 664,508 0 0 0 664,508
農地費 4,200,473 0 0 0 4,200,473
林業費 1,833,225 0 0 0 1,833,225
水産業費 960,723 0 0 0 960,723
24,141,593 0 0 24,141,593 0
商業費 9,750,763 0 0 9,750,763 0
工鉱業費 10,973,688 0 0 10,973,688 0
観光費 1,916,442 0 0 1,916,442 0
土木管理費 26,278,942 26,278,942 0 0 0
道路橋りょう費 105,634,018 0 58,668,492 46,965,526 0
河川海岸費 16,466,973 16,466,973 0 0 0
港湾費 6,755,560 3,099,288 0 3,656,272 0
都市計画費 186,670,234
街路費 20,333,239 20,333,239 0 0 0
公園費 25,359,119 0 25,359,119 0 0
下水道費 105,482,534 0 71,620,370 33,862,164 0
区画整理費 35,495,341 35,495,341 0 0 0
住宅費 14,181,389 0 14,181,389 0 0
空港費 983,986 983,986 0 0 0
警察費 230,405,559 230,405,559 0 0 0
消防費 101,188,298 0 48,321,525 52,866,773 0
教育総務費 130,883,325 0 130,883,325 0 0
小学校費 210,838,805 0 210,838,805 0 0
中学校費 121,528,059 0 121,528,059 0 0
高等学校費 112,610,337 0 112,610,337 0 0
特殊学校費 38,295,652 0 38,295,652 0 0
幼稚園費 11,957,805 0 11,957,805 0 0
社会教育費 61,937,119 0 61,937,119 0 0
保健体育費 58,895,369
体育施設費 23,940,301 0 23,940,301 0 0
学校給食費 34,955,068 0 34,955,068 0 0
大学費 11,145,262 0 11,145,262 0 0
農林水産施設 37,953 0 0 0 37,953
公共土木施設 60,720 60,720 0 0 0
その他 9,612 9,612 0 0 0
公債費 624,198,230 227,540,277 248,456,273 98,899,999 49,301,680




















 徴税費  
都道府県税収と市町村税収に占める個人と企業の税負担分の割合をそれぞ
れ徴税費に乗じて、個人と企業に帰着する便益の金額を区分した。  









 公債費  





                                                   
44 統計局 HP(http://www.stat.go.jp/data/io/index.htm)の『平成 17 年産業連関表』。企
業分に家計外消費支出のデータを用いるのも方法であるが、計上されているデータが 0 の




て算定に含めた 45。  
 
3.3. 年間収入階級への便益 (充当一般財源等)の配賦 
 次に年間収入階級別に財政余剰を計測するために、３都府県の世帯に帰着す
る便益を各階級に配賦する。そのため費目別に便益の帰着仮説を設定しなけれ
ばならない。表 2-4 では各費目の便益の帰着仮説を整理している。  
 
表 2-4 費目別の便益 (充当一般財源等)の帰着仮説  
 
                                                   















































 民生費  
各費目は特定の個人に便益が帰着する。そこで社会福祉費は階級別の世帯





 衛生費  
結核対策費と精神衛生費はいずれも外部経済効果が大きいことから、各階
級の世帯分布を基準に配賦する。  
 労働費  
失業対策費は低所得者対策であることから、最低所得階層の世帯に配賦す
る。 





費であるため、年間収入階級 250 万円までの世帯分布を基準に配賦する。  
 消防費  
消防は延焼を防止し、またその存在自体が住民に心理的な安全性を保障す
ることから、外部経済効果が大きい。そのため消防費は世帯分布を基準に
                                                   















 公債費  
『全消』の階級別の貯蓄現在高を基準に配賦する。  













負担すると考えられる税目(表 2-5 と表 2-6)と、その区分方法は次の通りであ
る。 
 地方消費税  
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表 2-5 大阪府の税目別の税負担額の帰着 (単位：千円 ) 
 
 






 不動産取得税  
平成 21 年の『土地白書』にある個人と企業の土地購入金額の総計に占める












　地方消費税 174,485,809 164,636,750 9,849,059
　不動産取得税 39,113,934 18,575,343 20,538,591
　道府県たばこ税 20,326,512 19,351,732 974,780
　ゴルフ場利用税 1,735,294 1,545,460 189,834
　自動車取得税 13,576,414 8,394,597 5,181,817
　軽油取引税 37,233,760 37,233,760
　自動車税 84,639,274 70,525,032 14,114,242
　鉱区税 190 190
　固定資産税(特例) 0 0
合計 1,022,474,792 633,623,820 388,850,972








　　　土地 271,262,755 140,076,597 131,186,158
　　　家屋 279,255,728 133,355,959 145,899,769
　　　償却資産 90,048,820 90,048,820
　　交付金 7,685,489 7,685,489
　軽自動車税 6,789,752 4,198,254 2,591,498
　市町村たばこ税 62,416,610 59,423,352 2,993,258
　鉱産税 0 0
　 事業所税 36,591,792 36,591,792





 道府県たばこ税・市町村たばこ税  
平成 17 年の『産業連関表』にあるたばこの家計消費支出と家計外消費支出  
を個人分と企業分とし、その総計に占めるそれぞれの割合を道府県たばこ
税・市町村たばこ税に乗じて区分した。  


















 固定資産税：土地  
平成 21 年度『固定資産の価格等の概要調書（土地  都道府県別表）』の３都

















3.5. 年間収入階級への地方税負担の配賦  
次に表 2-7 は各階級に税目別の税額を配賦するための帰着仮説を整理してい
る。 
 個人住民税(均等割 ) 
３都府県の年間収入階級別の世帯数を合計した世帯数で各階級の世帯数を  
 
表 2-7 税目別の帰着仮説  
 




















 個人住民税(所得割 ) 
階級別の所得割の税額は以下のように配賦した。所得割は前年度所得を用  
いて算出することから『平成 20 年家計調査年報：家計収支編 (以下、家計
調査)』から年間収入五分位・十分位階級別１世帯当たりの年間収入 (総世 
帯のうち勤労者世帯 )と『平成 21 年家計調査』の個人住民税額を使って回  





 個人住民税(利子割 ) 
『全消』の階級別の世帯当たりの貯蓄現在高を基準に各階級に税額を配賦  
する。  

























 不動産取得税  
『全消』の各階級の年間収入を基準に税額を配賦する。  









４. 財政余剰の計測結果  
表 2-8 は３都府県の 19 階級別の財政余剰である。経常的な財政余剰とは受益
から投資的経費にあたる土木費や災害復旧費と公債費を除いたものである。３
都府県の全経費の財政余剰の平均値は、島根県 (1,363 千円)が東京都 (408 千円)
よりも 3.3 倍、大阪府 (338 千円)よりも４倍ほど大きい。  
経常的な財政余剰の平均値も、島根県 (976 千円)は東京都(297 千円)の 3.3
倍、大阪府(204 千円 )の 4.8 倍になっている。また３都府県の同一階級の全経  
                                                   
51 階級別の「持家（現住居）の帰属家賃」も「家賃地代」も、『全消』から得られる。  
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る一次接近的な本章の範囲を超える 53。  






東京都 大阪府 島根県 東京都 大阪府 島根県
200万 未満 2,315 1,010 3,511 2,030 896 2,938
200～ 250万 1,464 770 1,781 1,375 699 1,588
250～ 300万 799 477 1,306 723 401 1,058
300～ 350万 617 451 1,315 541 367 1,030
350～ 400万 593 375 1,275 512 292 967
400～ 450万 496 411 1,203 411 329 904
450～ 500万 411 328 1,121 339 242 790
500～ 550万 452 411 1,177 376 332 894
550～ 600万 397 420 1,117 314 312 812
600～ 650万 321 291 1,199 240 200 946
650～ 700万 318 394 1,189 228 289 844
700～ 750万 279 290 1,219 184 182 879
750～ 800万 185 437 1,139 91 304 763
800～ 900万 214 320 1,192 119 202 918
900～1000万 155 338 1,182 63 156 859
1000～1250万 3 99 1,020 -100 -34 577
1250～1500万 -90 309 1,255 -206 90 677
1500～2000万 -304 -55 1,532 -469 -270 929
2000万以上 -871 -652 1,174 -1,135 -1,114 179
平均 408 338 1,363 297 204 976
最大値 2,315 1,010 3,511 2,030 896 2,938


































































第３章 自治体の地理的条件が及ぼす財政需要格差  
 








































































が図 3-1 の左下に近いほど相対的に住民が密集して居住するなど地理的条件が  
 



























３ 自治体間の財政需要格差の定量化  
3.1. データセットの作成と分析手法  
分析対象は大阪府の中南部に位置する忠岡町、高石市、泉大津市、松原市、




必要であるが、データの制約上、困難である。そこで 500ｍ四方の面積の人口  














表 3-1 ６市町の総面積・可住地面積・人口  
 
『平成 12 年統計で見る市町村の姿』及び『平成 12 年国勢調査』より作成  
 
数とその領域の緯度・経度の値が分かる『地域メッシュ統計データ  第一次地域  








                                                   
57 この『地域メッシュ統計データ』は、緯度・経度に基づき地域をすき間なく網の目 (Mesh)
の区域に分けて、約１ km 四方あるいは 500m 四方に区切ったそれぞれの区域に関する統




















忠岡町 4.03 4.03 17,509
高石市 11.35 11.35 62,260
泉大津市 12.29 12.29 75,091
松原市 16.66 16.66 132,562
羽曳野市 26.44 23.85 119,246






















































を公共施設の配置数ごとに計測した 62。  
 
3.2. 分析結果  
 図 3-2 は６市町の施設配置数に応じた住民から施設までの平均移動距離を比
較している。まずほぼ図 3-1 に対応するかたちで地理的条件が及ぼす非裁量的  




61 この分析の枠組みでは、住民は最近隣に立地する施設を利用すると仮定している。  
62  本章の Excel のソルバーによる計算方法に関しては、大澤義明筑波大学教授と鈴木勉























































































第４章 公共施設における財政需要の実証分析：自治体図書館のケース  
 





















                                                   
63 現行の算定式は「単位費用×測定単位の数値×補正係数」である。測定単位は各費目の
行政量をあらわす指標であり、単位費用はその測定単位で標準条件 (人口なら都道府県 170
万人・市町村 10 万人 )を備えた自治体が標準行政を実施する上で必要な一般財源額を割っ
て算定される費用、そして補正係数には段階補正や密度補正などあるが、いずれも各自治
体の地域特性を反映させる値である。  




























                                                   
















する必要がある 67。  





図 4-1 において総費用 (供給費用＋移動費用 )は右上がりの供給費用曲線と右  
 
図 4-1 公共施設数に応じた総費用  
 
(筆者作成) 






























３. 居住地の空間密度と標準施設数  




































































































                                                   
69 「散在」及び「過疎」とは施設数に応じた移動費用が図 4-3 の形状になる意味である。 
70 「標準」とは図 4-4 の移動費用の形状をする居住分布のことである。  
62 
 
４. 標準施設数の実証分析  
















𝐶 = 𝑚𝑓 + 2𝑐𝑘𝑜𝑡𝑢・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (4 − 1) 
 
・ 𝐶：単年度の総費用  
・ 𝑚：単年度の図書施設の供給費用 (維持運営費などの経常経費 ) 
・ 𝑓：図書施設の数  
                                                   
71 湖南市は平成 16 年 10 月 1 日に旧甲西町と旧石部町が合併して誕生した。  
72 各自治体で仮に施設を集約するのなら、施設の規模、立地などの複数の要因を考慮して、
判断されるだろう。  
73 平成 12 年度のデータを用いたのは次の理由による。合併以前でなければ、旧石部町の
図書館と旧甲西町の図書館のそれぞれの経費が別個に分からないこと、また合併以前で居
住分布が分かる『国勢調査』のあった最新の年は平成 12 年であること等が理由である。  







・ 𝑐𝑘：滋賀県の男性・女性パートタイム労働者の１時間当たり所定内給与額  
  の加重平均額 (ただし産業計の給与額 ) 
・ 𝑜 ：年間の開館日数  
・ 𝑡 :人口ウェートを考慮したそれぞれの居住地点 (需要点)から図書施設ま    
での時速 22km での道路距離による最短の移動時間 76 
・ 𝑢：利用率(開館日の平均貸出し人数／市民数 ) 
 






の領域の緯度・経度の値が分かる『地域メッシュ統計データ  第一次地域区画別  
平成 12 年国勢調査』を用いて、湖南市 (旧石部町と旧甲西町 )に居住する住民の
要約的な居住分布を作成した。つまり、以下の①～③の作業で、旧石部町と旧
甲西町のそれぞれ 33 と 133 ずつの居住地点 (需要点)の人口数と緯度・経度を求
めた 77。  
 






                                                   
76 時速 22ｋｍは徒歩、自転車、自動車の移動手段を考慮して時速 5km、10km、50km の平均
値として求めた。  
77 第３章の脚注 58 でも述べたが、本章も GIS が普及する前に行った分析であり、現在で




































4.3. 推計結果  
推計結果は表 4-1 と表 4-2 に示している。それぞれの表の総費用を比較する
と、図書館は１館であるほうが総費用は小さく、湖南市の標準的な財政需要に
あたる図書館は１館ということになる。つまり図書館を１館に集約すれば、移





表 4-1 図書館が２館のときの総費用 (単位：千円 ) 
 
 
表 4-2 甲西図書館のみの場合の総費用 (単位：千円 ) 
 
 



















































第５章 非裁量要因を考慮した上水道事業の技術効率性  
 
















相対評価する DEA(Date Envelopment Analysis―包絡分析法― )を用いる。この
手法により各事業体が一定のアウトプットのためにインプットを最小にしてい






                                                   









検証する。なお本章の分析で用いたデータは全て『平成 21 年度  地方公営企業
年 57 集』から利用した。  
 
２. 投入変数・産出変数とその非裁量要因の分析及び調整  
2.1. 投入変数と産出変数の選択  
DEA を用いて各事業体の効率性を計測するには、投入変数と産出変数を選択
する必要がある。本章は３つの投入変数と１つの産出変数の技術効率的な関係








3)を求め、それに m3 単位の年間総有収水量を乗じて求めた金額 (単位：百万円 )
を用いる。  
 




                                                   
83 分析手法の詳細は林宜嗣・獺口浩一・林田吉恵・若松泰之・林亮輔（ 2011）や林宜嗣・





















表 5-1 スラック (slack)及び非裁量要因の基本統計量  
 
 
単位 平均値 標準偏差 最大値 最小値
slack
（年間職員給与総額） 百万円 83.66 151 2,672 0.00
slack
（有形固定資産） 百万円 5,385 6,832 66,481 0.00
slack
（その他投入財） 百万円 0.19 0.25 3.14 0.00
ダムの有無 0 or 1 0.18 0.38 1.00 0.00
施設の古さ 年 1,957 18.82 2,009 1,887









表 5-2 非裁量要因の推定結果  
 
 





定数項 70.04508 17.36652 *** 196678.9 10.70116 *** 7.392441 10.59735 ***
ダムの有無 5923.829 12.82816 *** 0.152913 8.688708 ***
施設の新旧 -98.33883 -10.48064 *** -0.003695 -10.37442 ***
従業員の総年齢 0.006296 14.39543 ***
（備考）***は有意水準1%、**は有意水準5%、*は有意水準10%で有意であることを示す。
        ―は変数に選択していないことを示し、その理由には、インプットの非裁量要因とは言えない場合と、







平均値 標準偏差 最大値 最小値
年間総有収水量(単位：千m3) 10,588 49,009 1,499,366 65.00
年間職員給与総額(単位：百万円) 239 1,106 29,710 0.00
有形固定資産(単位：百万円) 21,622 71,180 2,236,622 0.00
その他投入財(単位：百万円) 0.92 4.79 162.58 0.01
平均値 標準偏差 最大値 最小値
年間総有収水量(単位：千m3) 10,588 49,009 1,499,366 65.00
年間職員給与総額(単位：百万円) 240 1,108 29,710 0.00
有形固定資産(単位：百万円) 15,943 71,850 2,236,622 0.00


















３ . 非裁量要因の調整後の効率性に関する計測結果  
3.1. 技術効率性と規模の経済性  






また調整後の効率値は 0.551 であり、約 45％の技術的非効率が生じている一







表 5-4 非裁量要因の調整前後の効率性の基本統計量  
 
 
3.2. 規模の経済性  
表 5-5 は非裁量要因の調整前後の IRS(収穫逓増 )、CRS(収穫一定 )、そして  
平均値 標準偏差 最大値 最小値
CRS効率値 0.398 0.177 1.000 0.008
VRS効率値 0.551 0.159 1.000 0.185
規模の経済性 0.721 0.224 1.000 0.026
平均値 標準偏差 最大値 最小値
CRS効率値 0.384 0.175 1.000 0.008
VRS効率値 0.469 0.179 1.000 0.079


















表 5-5 非裁量要因の調整前後の規模の経済性  
 
 
DRS(収穫逓減) 別に事業体の規模の経済性の平均及び VRS 効率値平均を示した
ものである。調整後では、現状の規模が適正な収穫一定にあたる事業体は全  
体の 1.55％(20 事業体 )になっており、約 98.45％の 1,269 事業体は規模の改善
により効率化を図れることになる 84。 
具体的には収穫逓増にあたる約 76％の 976 事業体は、統合して規模の拡大を












                                                   






 　IRS （収穫逓増） 976 75.72% 0.666 0.516
　CRS（収穫一定） 20 1.55% 1.000 0.718






 　IRS （収穫逓増） 728 56.48% 0.905 0.434
　CRS（収穫一定） 84 6.52% 1.000 0.470


























率性が 0.5 未満の事業体は 66.0％を占めていたが、調整後は 43.0％となり減少











































事業者数（VRS） 事業者数（調整後VRS） 割合（VRS） 割合（調整後VRS）
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図 5-2 は関西(193 事業体)の非裁量要因調整前後の技術的効率値の分布を示
している 85。関西の場合も全国を対象としたケースと同様に、調整前は 0.3-0.5
の範囲を中心に、調整後は 0.4-0.6 の範囲を中心に分布している。また調整前
後で技術効率性が 0.5 未満の事業体と 0.7 以上の事業体の分布の傾向も類似し
ている 86。 
 
図 5-2 非裁量要因調整後の関西の技術効率値の分布 (193 事業体 )  
 
 
図 5-3 は関西と全国 (関西を除く 1,096 事業体)の非裁量要因を調整した後の
技術効率性の分布である。いずれも 0.4-0.6 を中心とした全体の分布の形状は
類似しており、地域別に特有の傾向は見られない。例えば、技術効率値が 0.4
未満の関西と全国 (関西を除く )割合はそれぞれ 17.6％、15.2％、 0.4-0.7 では  
                                                   
85 ここでの関西は福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の 2 府 5 
県である。  
86 関西の調整前の効率値が 0.5 未満の事業体は 65.3％、調整後は 42.5％であるのに対し、












































図 5-3 関西(193事業体 )と全国(関西を除く 1,096事業体)の技術効率性の分布  
 
63.2％と 69.5％、0.7 以上はそれぞれ 19.2％と 15.2％となっている。  








して上水道事業の 1,289 の上水道事業(末端給水事業者 )に焦点をあて、非裁量
要因調整後の技術効率性及び規模の経済性などの自治体間格差の有無および程
度を検証した。本章の DEA 分析の特徴は事業体が置かれている非裁量的な要因  
                                                   







































































































































第６章 基準財政需要額および地方交付税の地域間配分への示唆  
 
















































































































２. 残された課題  
第１章～第５章までの分析結果は、設定した基準に照らして、地方交付税の
配分ないし基準財政需要額を評価したものである 88。各章で設定した基準は公
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